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●山梨県塗装協同組合

　山梨県塗装協同組合（太田丈三理事長）は、2
月に全組合員を対象に「アスベストの現状と対策」
についての講習会を行った。
　アスベスト（石綿）は繊維状の天然鉱物で、耐久
性や耐熱性に優れ、安価であるため古くから断熱
材や屋根材など建築資材をはじめとした様々な製
品・用途に使用されてきた。しかし、肺がんや中皮
腫など人体への様々な健康被害が指摘されたこと
から、我が国では2006年より法律で製造や使用の
規制が行われており、建築物のリフォームや解体に
伴い断熱材等で使用されているアスベストが粉塵
として飛散しないよう工事管理が徹底されるように
なった。
　講習会では、塗料・塗材メーカーの菊水化学工
業㈱石川郁夫氏が講師となり、「アスベストの含有
仕上げ材の除去処理技術と改修」をテーマにアス

ベスト管理の最新情報について説明があった。ア
スベストは建材中に0.1%（重量比）含まれている
だけで規制対象となる。石綿含有建材は構築物の
屋根、外壁、天井、内壁、床などの至る所に使われ
ており、使われ方により飛散性・発塵性の危険度が
レベル1～3に区分されている。また、国土交通省・
厚生労働省・環境省それぞれが関連法規や指針
で取り扱いを定める一方、その基準も年を追うごと
に厳しくなっている。
　太田理事長は「これまで組合員企業では管理資
格の取得や飛散防止設備等の導入によりアスベ
スト対策を進めてきた。これからも随時強化される
規制に対して組合員企業が迅速に対応し、労働者
の安全衛生を第一にコンプライアンスに基づく高
品質な仕事を提供できるよう、組合として最新の
情報提供を行っていきたい。建物のメンテナンスに

ついてはアスベスト処理の専門業者のいる組合に
お問合せください。」と話した。組合では、新たな組
合事業の展開のため委員会を立ち上げ、技術・事
業や人材の確保・養成をテーマに新たな知識の習
得や情報収集を目的とした勉強会を積極的に実
施していくこととしている。

●山梨県地質調査事業協同組合

　山梨県地質調査事業協同組合（萩原利男理事長
　組合員6社）は、2月16日に山梨県人材開発セン
ターにおいて「土砂災害とその対応」と題した研修
会を開催した。
　この研修会は、組合が山梨県県土整備部・森林

環境部、山梨県建設コンサ
ルタンツ協会、山梨県測量
設計業協会にも呼び掛け
て開催し、組合員以外にも
行政や各協会から併せて
50名以上が出席した。
　研修会では、国土交通
省関東地方整備局富士川
砂防事務所調査課の榑林
哲也課長が講師となり、土
砂被害の実態やその対策

強化に向けての取り組みについて実際の事例を用
いた詳しい説明がなされた。
　近年の地球温暖化の影響で狭い地域に短時間
で集中豪雨が降ることが増え、全国各地でこれまで
にないような土砂災害が発生している。平成26年の
広島市安佐南区や平成28年の岩手県岩泉町の被
害で尊い人命や貴重な財産が多数失われたことは
記憶に新しい。山地や流れの速い河川の多い我が
国では、これまでも行政は土砂災害対策のための治
山工事を進めているが、異常気象の多発により一層
の対策強化が必要となっている。
　組合の教育委員長の松田丞司理事は、「山梨県
は四方を急峻な山に囲まれ断層や破砕帯なども多
く、集中豪雨により想定外の土砂災害が発生する可
能性もある。これまでの防災工事は、災害が発生し
てから地質調査業者による危険個所の調査、測量

業者による現地測量、コンサルタント会社による対策
立案、土木業者による工事施工を、国や県からの発
注をそれぞれが受けて行うという流れであった。今
後は、地質的に危険が想定される個所に対して行政
と地質調査業界、測量設計業界、設計コンサルタン
ツ業界が連携して災害が発生する前にあらかじめ
“予防する”総合的な体制を構築する必要がある。
今回の研修会はそうした取り組みの第一歩となるこ
とを期待している。」と語った。

●協同組合山梨安心サービス

　高齢化社会を迎えた我が国において、山梨県は
全国の中でも高齢化が進んでおり、協同組合山梨
安心サービス（根津宏次理事長　組合員7社）は、
高齢者に「安心」を提供し地域に貢献することを目
的に、平成13年に県内の有志企業による異業種の
協同組合として設立された。
　組合では、高齢者交流施設「銀座街の駅」を平

成17年に甲府市
の銀 座 通りに
オープンし、スマ
イルBOXや建
築・安全・食事
（外出）・生活の4
部会に分かれて
の部会ごとのイ
ベントなどの地域

住民や高齢者向けの様々なイベントを実施してい
る。また、相談員による介護相談やパンフレット提供
で介護情報を発信し、甲府市中心部の三世代交流
型施設として子供からお年寄りの方まで幅広い層が
利用し街中の新しい立ち寄りスポットとなっている。
　甲府市介護サービス事業者連絡協議会が毎年
開催している「介護健康フェアinこうふ」にも、複数
の組合員企業が出展している。本年も2月23日（木）
～28日（火）の土日を除く4日間、甲府市役所本庁舎
で開催され、各組合員が福祉用具や介護食、介護
ロボットの紹介など介護サービスに関する情報提供
やPRを行い、介護だけでなく健康増進や介護予防
についての知識の普及に努めていた。
　根津理事長は、「組合として、これからも銀座街の
駅や介護健康フェアへの出展等を通じて、介護相
談に加え介護に関する各種提案を行っていきたい。

これから一層進む高齢化社会に対応していくため、
介護の方向性をしっかり把握しながら、最終的には
人による人へのサービスとして、安心でき満足され
喜んでもらえるサービスの提供に努めていき、高齢
者が住みやすい山梨づくりの一翼を担っていきた
い。」と今後の組合活動の方向性について述べ
た。
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講習会の様子（組合事務所）

第16回介護健康フェアin甲府へ出展

研修会の様子

講師の榑林調査課長
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